
第三章 自転車共同利用システムにおける既往事例 

  

本章では、自転車共同利用システムの分類と、収集した既往事例について示す。  

自転車共同利用システムの分類とは、「第二章 2-3-1 既往事例の分析方法」で示した「鉄

道駅中心型システム」「大学中心型システム」「商業・公共施設中心型システム」の 3 つを

指す（図 3-1）。 

収集した既往事例について、各事例における事業・実験名、実施場所などの概要を示す。 

 

ニツ井町　藤沢市
奈良市　　広島市
海老名市

高松市　　　　練馬区
新津市　　　　阪神地区
東大阪市

慶応大学

日本大学

豊田市

大学中心型システム

鉄道駅中心型システム

商業・公共施設中心型システム

交通渋滞の緩和

自転車・自動車の効率利用

公共交通機関への転換

学生の自転車利用持続 身近な交通手段として利用

自転車利用者の確保

図 3-1 既往事例の分類結果 
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3-1 自転車共同利用システムの分類 

自転車の共同利用システムは、オフィス街や、住宅地、観光エリア等、様々な土地での

適

 

用が想定できる。適用される場所や目的などによって、システムの形態が変わり、内容

も多種多様となる。その中で本研究では、大学を導入対象として自転車共同利用システム

の考察を行う。 

本節では、既往事例の分類（図 3-1）における「鉄道駅中心型システム」「大学中心型シ

ス

1-1 鉄道駅中心型サイクルシステム 

「鉄道駅中心型サイクルシステム」は、交通渋滞や自家用車の利用増加を問題としてい

テム」「商業・公共施設中心型システム」の概要について示す。 

 

3-

 

 

る地域で適用する自転車共同利用システムである。このシステムは、自転車を利用するこ

とで鉄道やバスなどの公共交通機関の利用促進を目的とする。鉄道と自転車の利用を促進

することで、交通渋滞を緩和することができる。利用対象者は駅利用者が中心になる。駅

へのアクセスを便利にするために、自転車の貸し出しと返却を行うポートは駅（または付

近）に設置される。 

同システムは、駅を中心としたシステムである。よって、自転車の利用は、駅から鉄道

で別の地域に通う人と、鉄道に乗ってその駅の地域へ通う人の移動を組み合わせて考える

ことができる。1 台の自転車を複数で共同利用することにより自転車の稼働率を上げ、効

率的に自転車を活用することができる。さらに、地域において複数の駅でこのシステム実

施し、ネットワーク化することで鉄道の利用を促進し、より一層の交通渋滞の緩和が期待

できる。 

図 3-2 に「鉄道駅中心型サイクルシステム」の概念図を示す。 

 

 

駅

目的地目的地

図 3-2 「鉄道駅中心型サイクルシステム」概念図 
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3-1-2 大学中心型サイクルシステム 

 

 「大学中心型サイクルシステム」は、学生の自転車利用離れや自動車通学の増加を問題

としている大学で適用する自転車共同利用システムである。このシステムを利用すること

により、自動車から自転車利用への転換を図ることができる。また、自宅から直接大学へ

自動車で通学する学生が、公共交通機関と自転車の利用へ転換することが考えられる。利

用対象者は、大学へ通学する学生や大学教員などの大学関係者が考えられる。大学を中心

とした自転車共同利用システムであるため、自転車の貸し借りを行うポートは大学に設置

される。 

  図 3-3 に、「大学中心型サイクルシステム」の概念図を示す。 

・公共施設中心型サイクルシステム 

「商業・公共施設中心型サイクルシステム」は、商業・公共施設へ自動車で訪れるため

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-1-3 商業

図 3-3 「大学中心型サイクルシステム」概念図 

目 的 地

目 的 地

大 学

 

 

に交通渋滞が発生することを問題とした地域で適用される自転車共同利用システムである。

業・公共施設に自動車ではなく自転車で訪れることにより、周辺の交通渋滞の緩和を図商

ることができる。よって、同システムの利用対象者は、それぞれの施設の来訪者が考えら

る。また自転車の貸し借りを行うポートは、商業・公共施設に設置される。 

自転車の利用はスーパーや役所などの施設が地域のあちこちに分散している場合、大量

送を前提とした公共交通機関よりも柔軟に人の動きに対応することができる。つまり自

れ

輸

転車の利用は、利用者 、公共交通機関をにとって駐輪場や駐車場を探す手間と時間が省け

利用するよりも効率的に目的地を移動することができるのである。一方、利用者の行動に

いう欠点が考えられる。これは、自転

を各ポートへ分散させる作業である再配備を実施することにより防がなければならない。 

より自転車がある特定のポートに集中してしまうと

車

図 3-4 に、「商業・公共施設中心型サイクルシステム」の概念図を示す。 
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目的地目的地

図 3-4 「商業・公共施設中心型サクルシステム」概念図 
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表 3-1 秋田県二ツ井町での事例概要

2 自転車共同利用における既往事例 

本節では、収集した既往事例 13 件の概要を示す。既往事例の概要を把握することにより、

れらを分類する。さらに、既往事例の分類結果と概要をもとに、本研究では滋賀県立大

における自転車共同利用システムを提案する。 

1） 秋田県二ツ井町の事例 1） 

項では、秋田県二ツ井町での事例について示す。 

項目 内容 

3-

 

 

こ

学

 

（

 本

 

事業・実験名 共用自転車の配置並びに民間団体（サイクル・エコ・クラブ）による自転車利用普及 

実施場所 秋田県二ツ井町 

二ツ井町の概要 人口：約 1 万人（2002.1 現在） 

当地の問題 自動車利用が多い、自転車利用が普及していない 

事業・実験の目的 自転車利用の促進、環境問題への取り組みの実施 

実施主体 二ツ井町役場 

実施期間 1998 年～（継続実施中） 

運営資金 500 万円 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心型システム×商業・公共施設中心型システム 

 

【システムの背景】 

二ツ井町では、1998 年より「共同自転車の配置並びに民間団体（サイクル・エコ・クラ

ブ）による自転車利用普及」という名称で、自転車の共同利用が行われている。これは、

二ツ井町では自動車の利用が多く、自転車利用が普及していないという背景を受けて実施

されているものである。よって、この事業の目的は自動車の利用を抑え、自転車利用の促

進を目的とされている なく、実際にシステムとして導入されており

継続的 れてい

 

【

 この事業の運営主体は、二ツ井町役場となる。 

。これは社会実験では

に実施さ るものである。 

運営】 

 

【ポート】 

自転車を駐輪するポートは、二ツ井町内の鉄道駅、公共施設、商業施設に合計 10 箇所
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設置されている。1 箇所のポートのみ管理人が常駐している。それ以外のポートには、管

理人は常駐していない。なお、ここでは 450 台の自転車が共同利用されている。 

 

【利用者】 

  利用対象者は、町民や来訪者などの自転車を必要とする人すべてとなる。つまり、利用

象者に町民・県民などの制限はない。自転車を必要とする者が、必要とする時間に自由対

に自転車を使用することができる。 

利用方法】 

無料となっている。自転車を利用するために必要な手続きは一切なく、利用

者は自転車が必要な時にポートに停められている自転車を自由に使用することができる。 

3-5 に、秋田県二ツ井町の事例のシステム図を示す。 

 

 

 

【

利用料金は

なお、利用時間は設定されておらず、いつでも自転車を使用することができる。 

 

図

 

目的地

・ポート数：10箇所
・管理人：不在（1箇所常駐）

商業施設

公共施設

・利用料金：無料
・利用可能時間：終日（申し込み不要）
・利用者対象者：町民・来訪者

併存する
交通：バス

・自転車台数：450台
不明

10箇所設置

図 3-5 秋田県二ツ井町の事例のシステム 

JR二ツ井町

・利用者数：

目的地
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（2） 新潟県新津市の事例 2） 

本項では、新潟県新津市での事例について示す。 

 

項目 内容 

表 3-2 新潟県新津市の事例概要

事業・実験名 エコ自転車通勤システム 

実施場所 新潟県新津市 

新津市の概要 人口：約 7 万人（2000.3 現在） 

当地の問題 交通渋滞、中心商店街の衰退 

事業・実験の目的 
交通渋滞の緩和、自動車利用から公共交通機関への転換、自家用車通勤増加の抑制、 

中心商店街の活性化、環境問題への取り組みの実施、 

実施主体 新津市役所 

実施期間 2000 年 10 月 1 日～12 月 31 日（実験終了） 

運営資金 1900 万円 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心型システム 

 

【システムの背景】 

新潟県新津市では、2000 年 10 月 1 日～12 月 31 日の期間に「エコ自転車通勤システム」

という名称で、自転車の共同利用の社会実験が実施された。これは、新津市での朝夕の交

通渋滞と、中心商店街の衰退を受けて実施されたものである。よって、このシステムは交

通渋滞の緩和、自動車から公共交通機関利用への転換、自家用車通勤増加の抑制、中心商

店街の抑制を目的として実施された。 

 

【運営】 

  この社会実験の運営主体は、新津市役所となる。 

 

【ポート】 

自転車を駐輪するポートは、新津市駅の北口・南口にそれぞれ 1 箇所づつ合計 2 箇所設

置された。また各ポートには、自転車の貸し出しの手続きを行う管理人が常駐した。なお、

この実験では電動アシスト自転車が使用され、駅北口ポートには 74 台、駅南口ポートには

26 台が配備された。 
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【利用者】 

は事 ーを募集し、応募のあった 119 人をシステムの利用者とした。

こ ない。 

【利用方法】 

モニターは、利用料金として、3000 円分の新津市の中心商店街で利用できる商品券を購

入する必要がある。自転車を使用する際は、各ポートにおいて貸し出し手続きを行う必要

て行った。さらにポートには、モニター1 人につき 1 台のロッカーが設置された。 

 

  図 3-6 に新津市の事例のシステム図を示す。 

 

 

 

 

この実験で 前にモニタ

モニター以外は のシステムを利用でき

 

がある。また、同実験では雨天時の対策として雨具のレンタル、雨具の預かりをポートに

ＪＲ新津市

職場

職場

職場

・自転車台数：電動アシスト自転車74台

・平均利用者数：25.6人/日
・管理人常駐

【駅南口】
・自転車台数：電動アシスト自転車26台
・モニター数：119人
・平均利用者数：25.6人/日
・管理人常駐

【降雨対策】

・雨具の預かり
・1人1台ロッカー設置

要）
　＊利用料金は商店街の商品券を購入
・利用可能時間：7～10時、17～23時
・利用対象者：通勤者

）

図 3-6 新潟県新津市の事例のシステム 

【駅北口】

・モニター数：119人

・雨具レンタル

・利用料金：3000円（事前申し込みが必

2箇所設置（駅の北口・南口
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（3） 東京都練馬区の事例 3） 

本項では、東京都練馬区での事例について示す。 

 

 

項目 内容 

表3-3 東京都練馬区の事例概要

事業・実験名 レンタサイクルシステム 

実施場所 東京都練馬区 

練馬区の概要 人口：約 65 万人（2002.1 現在）、平地が多い、都心部のベッドタウン 

当地の問題 駅前の放置自転車 

事業・実験の目的 放置自転車問題の解決 

実施主体 練馬区役所 

実施期間 1992 年～（継続実施中） 

運営資金 不明 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心型システム 

 

【システムの背景】 

東京都練馬区では、1992 年より「レンタサイクルシステム」という名称で自転車の共同

利用が継続して実施されている。これは、練馬区内の鉄道駅周辺における放置自転車問題

を背景に受けて実施された施策である。このシステムは自転車を共同利用することにより、

個人の自転車を所有せず放置自転車の台数を減少させることを目的とする。 

 

【運営】 

この施策の運営主体は、練馬区役所となる。 

 

【ポート】 

自転車を駐輪するポートは、練馬区内の鉄道駅に合計 6 箇所設置されている。ポートに

は自転車を駐輪するための機 磁気カードによって自転車を

機械から取り出すことができる。そのため、各ポートには管理人が常駐する必要はない。

なお、このシステムでは合計 2250 台の自転車が使用されている。 

 

【利用者】 

利用対象者は、ポートが設置されている駅利用者となる。利用者は、自宅から駅まで自

転車を使用し、ポートに駐輪する。そして、駅から電車を利用する場合が考えられる。ま

た、電車でポートが設置されている駅まで来て、ポートで自転車を借りて目的地まで行く

械が設置されており、利用者は
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ケ られ

【利用方法】 

ル 、2000 円/月となっている。なお、練馬区では学

ており、学生は 1500 円/月でシステムを利用することができる。また、月

ごとの利用だけでなく、1 日単位の利用も可能である。1 日単位の利用料金は、200 円/日

となっている。なお、同システムの利用時間に制限はなく、利用者の都合に合わせて自転

車を使用することができる。これは、ポートに駐輪のための機械が設置されており 24 時間

自転車を出し入れすることができるからである。 

 

図 3-7 に東京都練馬区の事例のシステム図を示す。 

 

 

 

 

 

 

ースが考え る。 

 

レンタサイク システムの利用料金は

割制度を導入し

 

  

 

図 3-7 東京都練馬区の事例のシステム

職場

自宅

鉄道駅

商業施設 学校

・自転車台数2250台
・利用者数：約1700人

　＊2000円（学割1500円）/月
　：事前申し込み
・利用可能時間：終日
・利用対象者：駅利用者

6箇所設置

鉄道駅

・管理人不在・管理人不在

・利用料金
　＊200円/日：当日申し込み

 36



（

本項では、神奈川県海老名市での事例について示す。 

項目 内容 

4） 神奈川県海老名市の事例 4） 

 

 

事業・実験名 海老名エコ・パークアンドライドシステム実験（自動車の共同利用実験） 

実施場所 神奈川県海老名市 

海老名市の概要 人口：約 12 万人（2002.11 現在） 

当地の問題 交通渋滞、駐車場不足 

事業・実験の目的 
交通渋滞の緩和、自動車通勤の緩和、商店街の活性化（同実験では駐車場を商店街に確

保する）、環境問題への取り組みの実施 

実施主体 海老名市役所 

実施期間 2000 年 11 月 15 日～2001 年 3 月 19 日（実験終了） 

運営資金 不明 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心型システム×商業・公共施設中心型システム 

 

【システムの背景】 

神奈川県海老名市では、2000 年 11 月 15 日～2001 年 3 月 19 日に「海老名エコ・パーク

アンドライドシステム実験」という名称で、自動車の共同利用の社会実験が実施された。

これは、海老名市における交通渋滞と駐車場不足という問題を背景に受けて実施された。

って、同実験で実施された「海老名エコ・パークアンドライドシステム」は、交通渋滞

表 3-4 神奈川県海老名市の事例概要

よ

の緩和、自家用車通勤の抑制、商店街の活性化（システムのためのポートを商店街に確保

することができる）を目的として構築されたものである。 

なお、この事例は社会実験として実施されたもので、実際の導入には至っていない。 

された。 

ポート】 

自動車を駐車するためのポートは、海老名市内の市 名市役所などの公共

施 所 いる。

な 械は 実験では電気自動車が使用された）も行う。機械から

う きる。そのため、ポートには管理人を必

要としない。実際に同実験では、各ポートに管理人は常駐しなかった。 

 

【運営】 

この社会実験は、海老名市役所が運営主体となって実施

 

【

営駐車場や海老

設に合計 5 箇 設置された。ポートには自動車を駐車するための機械が設置されて

お、この機 自動車の充電（本

の取り外しを行 ことで、自動車の貸し借りがで
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【利用者】 

ポートを公共施 公共施設を利用する地域住民となる。

ま に自 する者をシステムの利用対象者としている。なお、同実験

で利用者となったのは、実験開始前にモニターとして募集された 10 人である。 

 

【利用方法】 

このシステムの利用料金は、無料となっている。利用者は自動車が駐車してあるポート

へ行き、ID カードを用いて自動車を借りる。目的とする公共施設、またはモニターの目的

地付近のポートまで自動車に乗車する。目的のポートに到着すると、設置されている機械

へ自動車を停める。各ポートにおいて機械が自動車を管理しているため、自動車は 24 時間

使用することができる。ただし、ポートとなっている市営駐車場のみ、市営駐車場の開放

時間による制限がある。 

  

図 3-8 に神奈川県海老名市の事例のシステム図を示す。 

 

 

 

設に設置するため、利用対象者は各

た、日常的 家用車を利用

ＪＲ海老名駅

自宅

職場

朝夕の通勤時に利用

・自動車台数：15台
（モニター数）：10人

無料（事前申し込み）
・利用可能時間：終日（1箇所のみ

図 3-8 神奈川県海老名市の事例のシステム 

公共施設

昼間の業務に利用

・利用者数

・利用料金：

5箇所設置

市営駐車場のため利用時間に規
制あり）
・利用対象者：地域住民
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（5） 神奈川県藤沢市の事例 5） 

本項では、神奈川県藤沢市での事例について示す。 

 

 

項目 内容 

事業・実験名 
湘南地区での共同利用・相乗り型自動車交通社会実験【エコ・パークアンドライド実験】

（自動車の共同利用実験） 

実施場所 神奈川県藤沢市 

藤沢市の概要 人口：約 38 万人（2002.10 現在） 

当地の問題 交通渋滞 

事業・実験の目的 交通渋滞の緩和、自動車の利用効率を高める（自動車の稼働率を上げる） 

実施主体 藤沢市役所 

実施期間 2000 年 10 月 3 日～2001 年 3 月 15 日（実験終了） 

運営資金 2000 万円 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心型システム×商業・公共施設中心型システム 

 

【システムの背景】 

神奈川県藤沢市湘南地区では、2000 年 10 月 3 日～2001 年 3 月 15 日に社会実験が実施

された。これは、「湘南地区での共同利用・相乗り型自動車交通社会実験【エコ・パークア

ンドライド実験】」という名称で、自動車の共同利用実験である。実験実施地区である湘南

地区では交通渋滞を問 れた。よって、同実験

で実施された自動車の共同利用は、交通渋滞の緩和と自動車利用の効率を高めるための施

表3-5 神奈川県藤沢市の事例概要

題になっており、これを背景に受けて実施さ

策となる。 

 

【運営】 

この社会実験は、藤沢市役所が運営主体となって実施された。 

 

【ポート】 

自動車を駐車するポートは、 2 箇所に設置された。両方の

ポートに、自動車の貸し出しの手続きを行う管理人が常駐した。 

 

【利用者】 

利用対象者は、湘南 に自家用車で通勤する者となる。実際に社

会実験で自動車の利用者となったのは、実験実施前に募集されたモニター12 人となる。 

JR 湘南台駅と公共施設の合計

台駅利用者、また日常的
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【利用

同 、自 また、24 時間自動車を使用すること

がで 、貸 手続きを行うことができるのは、管理人がポートに居る時

間帯のみとなる。 

 

図 3-9 に神奈川県藤沢市の事例のシステム図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方法】 

実験において 動車の利用料金は無料となる。

きる。ただし し出しの

JR湘南台駅

自宅

目的地

（駐車場）

公共施設

・利用料金：無料（事前申し込みが必要）
・利用可能時間：終日
・利用対象者：湘南台駅利用者、日常自
家用車で通勤する者

・管理人常駐（全ポート）

2箇所設置

・自動車台数：15台

図 3-9 神奈川県藤沢市の事例のシステム 

・利用者数：12人

 40



（6） 愛知県豊田市の事例 6） 

本項では、愛知県豊田市での事例について示す。 

 

 

項目 

要

事業・実験名 豊田市交

実施場所 愛知県豊

豊田市の概要 人口：約

当地の問題 交通渋滞

事業・実験の目的 交通渋滞

実施主体 豊田市役

実施期間 1999 年

運営資金 不明 

自転車共同利用 

システムの形態 

商業・公

 

【システムの背景】 

愛知県豊田市では、1999 年

という名称で自動車共同利用

う問題を受けて実施された施

は、交通渋滞の緩和、自家ム

運営】 

この社会実験は、豊田市役

ポート】 

自動車を駐車するポートは

3 箇所設置された。ポート

るための機械からの取り外

れた）。利用者が各自で自動

 

利用者】 

同システムの利用対象者は

おいてシ ムの利用対象者

 

【

 

【

計

す

さ

駐する必要はない。実際に同

【

ステ

 

表 3-6 愛知県豊田市の事例概
内容 

通円滑化実験・平日共同利用実験 

田市 

35 万人（2002.11 現在）、通勤での自動車利用率が約 80％ 

 

の緩和、自家用車通勤の抑制、自動車の効率利用 

所 

10 月～11 月の平日（実験終了） 

共施設中心型システム 

10 月～11 月に「豊田市交通円滑化実験・平日共同利用実験」

実験が実施された。これは、豊田市の慢性的な交通渋滞とい

策である。よって、実験で実施された自動車共同利用システ

用車通勤の抑制、自動車の効率利用を目的としている。 

所が運営主体となって実施された。 

、中央公民館、豊田市役所、土木事務所という公共施設に合

での自動車の貸し借りは、ポートに設置された自動車を充電

しをすることによって行う（この実験では電気自動車が使用

車の貸し出しを行うことができるため、ポートに管理人が常

では、ポートには管理人は常駐しなかった。 

、普段の通勤を自動車で行っている者となる。実際に実験に

となったのは、豊田市職員 350 人）、豊田土木職員（約

実験

（約 1
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90 人 館職 ある。 

 

【利

同 て、自 用料金は無料となっている。自動車を使用するためには、

事前にインターネットで予約する必要がある。また、利用時間は 8：30～17：30 となって

おり、貸し出しの単位は 4 時間なっている。 

 

図 3-10 に愛知県豊田市の事例のシステム図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

）、中央公民 員（約 60 人）の全員（約 1500 人）で

用方法】 

実験におい 動車の利

公共施設

公共施設公共施設

・自動車台数：15台
・利用者数：のべ450人、平均88.6人/日

・管理人不在（全ポート）
・利用可能時間：8：30～
17：30
・利用単位：４時間
・事前申し込み
・利用料金：無料

職場

ポート（公共施設）～目的地間の移動
3箇所設置（公共施設）

図 3-10 愛知県豊田市の事例のシステム
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（7） 奈良県奈良市の事例 7） 

本項では、奈良県奈良市での事例について示す。 

 

項目 内容 

 

事業・実験名 「環境にやさしい観光都市奈良」社会実験 

実施場所 奈良県奈良市 

奈良市の概要 
人口：約 37 万人（2002.11 現在）、実験実施地区は平地が多い、 

特に休日の観光客が多い 

当地の問題 休日の観光交通の混雑 

事業・実験の目的 観光交通の混雑の緩和 

実施主体 国土交通省国道工事事務所、特定非営利活動法人さんが俥座 

実施期間 2000 年 10・11 月の日祝日、及び 11 月 4 日（休日）   （実験終了） 

運営資金 322 万円 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心型システム×商業・公共施設中心型システム 

 

【システムの背景】 

奈良県奈良市では、2000 年 10・11 月の日祝日、及び 11 月 4 日（休日）に「『環境にや

さしい観光都市奈良』社会実験」という名称で自転車共同利用の社会実験が実施された。

奈良市における観光名所 。同実験はこの問題を背

に受け、観光交通の混雑の緩和、自動車から公共交通機関利用への転換を目的

表 3-7 奈良県奈良市の事例概要

周辺では、交通渋滞が問題となっている

景 として自

車共同利用が実施された。 

 

運営】 

この実験は、国土交通省国道工事事務所・特定非営利活動法人さんが俥座が運営主体と

って実施された。 

 

ポート】 

自転車を駐輪するポートは、近鉄大宮駅、近鉄奈良駅、観光名所（5 箇所）の合計 7 箇

には、貸し出しの手続きを行う管理人が常駐した。また、

こ 車が特定のポートに集中してしまう

ことを防ぐために、自転車の再配備が実施された。これは実験期間中の毎日行われ、利用

時間終了後に自転車の台数の調整を行い各ポートへ自転車を移動するというものである。 

転

【

な

【

所が設置された。すべてのポート

の実験では合計 405 台の自転車が使用された。自転
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【利用者】 

る れた観光客となる。 

【利用方法】 

用 、1000 円/日に設定された。1000 円/日の利用料

金には、バスの 1 日乗車券の代金が含まれている。また、利用時間は 9：00～17：00 とな

っている。 

 

図 3-11 に奈良県奈良市の事例のシステム図を示す。 

 

 

 

同実験におけ 自転車共同利用の対象者は、奈良市に訪

 

同実験では利 料金を、500 円/3 時間

近鉄大宮駅 近鉄奈良駅

観光名所

観光名所

観光名所

商業施設

【併存する交通】
バス

・管理人常駐
（全ポート）

・自転車台数：405台
・利用者数：のべ1835人（12日間）

7箇所設置

・利用料金
　＊500円/3時間（当日申し込み）
　＊1000円/ 日+バスフリー乗車券（当日申し込み）
・利用可能時間：　9：00～17：00
・利用対象者：観光客

図 3-11 奈良県奈良市の事例のシステム
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（8） 阪神地区の事例 8） 

本項では、阪神地区での事例について示す。 

 

項目 内容 

事業・実験名 阪神地区コミュニティサイクルシステム社会実験 

実施場所 阪神地区（淀川以西から夙川以東に至る大阪市西淀川区、尼崎市、西宮市域） 

阪神地区の概要 JR 西日本、阪神電車、阪急電車の 3 社の路線がある 

当地の問題 交通渋滞 

事業・実験の目的 交通渋滞の緩和、自動車から公共交通機関利用への転換 

実施主体 国土交通省近畿地方整備局 

実施期間 2001 年 11 月 4 日～11 月 17 日 

運営資金 不明 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心型システム 

 

【システムの背景】 

阪神地区（淀川以西から夙川以東に至る大阪市西淀川区・淀川区、尼崎市、西宮市域）

では、2001 年 11 月 4 日～11 月 17 日に「阪神地区コミュニティサイクルシステム社会実験」

という名称で自転車共同利用の社会実験が実施された。実験が実施された阪神地区では、

駅周辺の交通渋滞が問題となっていた。そこで、同実験では、交通渋滞の緩和、自動車か

ら公共交通機関利用への転換を目的とした施策として自転車共同利用が実施された。 

なお実験終了後、利用者の多かった JR 甲子園口においては実際に自転車共同利用シス

テムが導入された。 

 

【運営】 

この社会実験は、国土交通省近畿地方整備局が運営主体となって実施された。 

 

【ポート】 

自転車を駐輪するポートは、JR 西日本、阪急電車、阪神電車の駅に合計 31 箇所が設置

れた。また、ポートにおいて自転車の貸し出し手続きを行う管理人は、すべてのポート

の 験で使用された自転車は 1000 台である。 

 

 

表 3-8 阪神地区の事例概要

さ

に配備された。なお、こ 実
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【利用者

利 るの となる。同実験では、実

験実施 ターと

な

 

【利用方法】 

同実験において、自転車の利用料金は無料と設定された。自転車の利用時間は、ポート

によって若干異なる。しかし、基本的には駅の始発電車と最終電車に合わせて設定された。

なお、同実験においてはモニターが自転車を貸し出したポートへ必ずしも返却する必要は

ない。モニターの都合に合わせて、どのポートへも返却することができる。 

 

図 3-12 に阪神地区での事例のシステム図を示す。 

 

 

 

 

 

】 

用対象者とな は、ポートが設置された各駅を利用する者

前にモニ してシステムの利用者を募集した。応募したモニター数は 855 人と

った。 

鉄道駅 鉄道駅

目的地

自宅

駅

31箇所設置（全て鉄道駅付近）

【併存する交通】
バス・鉄道

・自転車台数：1000台
・利用者数（モニター数）：855人
・管理人常駐

・利用料金：無料（事前に申し込み
が必要）
・利用可能時間：始発～終電（ポー
トによって若干異なる）
・利用対象者：各駅利用者

図 3-12 阪神地区での事例のシステム 
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（9） 大阪府東大阪市の事例 9） 

阪府東大阪市での事例について示す。 

 

本項では、大

 

項目 内容 

表 3-9 大阪府東大阪市の事例概要

事業・実験名 パッケージアプローチによる企業参加型広域 TDM 実験 

実施場所 大阪府大阪市・東大阪市 

東大阪市の概要 人口：約 51 万人（2002.10 現在）、東大阪市⇔大阪市間の交通量が多い 

当地の問題 交通渋滞 

事業・実験の目的 交通渋滞の緩和、自動車利用から公共交通機関への転換、環境問題への取り組みの実施

実施主体 大阪府 

実施期間 2002 年 1 月 17 日～1 月 30 日（実験終了） 

運営資金 不明 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心型システム 

 

【システムの背景】 

大阪府大阪市・東大阪市では、2002 年 1 月 17 日～1 月 30 日に「パッケージアプローチ

による企業参加型広域 TDM 実験」とういう名称で自転車共同利用の社会実験が実施された。

これは、大阪市・東大阪市において交通渋滞が発生していることを受けて実施された。こ

の交通渋滞は、大阪市と東大阪市の間を自動車で通勤する者が多いために発生している。

同実験で実施された自転車共同利用のシステムは、交通渋滞の緩和、自動車から公共交通

機関利用への転換を目的としている。よって同実験は、大阪市と東大阪市の 2 市をまたい

で実施された。 

 

【運営】 

この社会実験は、大阪府が運営主体となって実施された。 

ポート】 

自転車を駐輪するポートは、大阪市内と東大阪市内の鉄道駅に合計 5 箇所設置された。

ポートには、自転車の貸し出しの手続きを行う管理人が常駐する。同実験では、220 台

 

 

【

各

の自転車が使用された。 
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【利用者】 

同実験におけるシステムの利用対象者は、大阪市・東 間を通勤する者となる。実

際に ムの モニターに限定され

る。応 たモニ これらが同実験において利用者となった。 

【利用方法】 

同実験における自転車共同利用システムの利用料金は、無料となる。自転車を使用する

ためには、先に示した様にあらかじめモニターとして応募する必要がある。自転車を利用

できる時間は 7：00～22：00 となる。 

 

図 3-13 に大阪府東大阪市の事例のシステム図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪市

実験でシステ 利用者となったのは、実験実施前に募集された

募のあっ ター数は 53 人となり、

 

鉄道駅鉄道駅

目的地

職場

目的地

職場

東大阪市内大阪市内

・自転車台数：220台
・利用者数：53人

駅
～
職
場
・自
宅
を
利
用

5箇所（4駅）設置

・利用料金：無料（事前・
当日申し込みが必要）
・利用可能時間：7：00～
22：00
・管理人常駐

【併存する交通】
バス・鉄道

図 3-13 東大阪市の事例のシステム 
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（10）広島県広島市の事例 10） 
島県広島市での事例について示す。 

 

内容 

本項では、広

 

項目 

表 3-10 広島県広島市の事例概要

事業・実験名 都心部レンタサイクル・ネットワーク実験 

実施場所 広島県広島市 

広島市の概要 人口：約 113 万人（2002.11 現在）、中心地域はデルタ地区となっており平地が広がる

当地の問題 交通渋滞 

事業・実験の目的 交通渋滞の緩和、自動車利用から公共交通機関への転換 

実施主体 広島市役所 

実施期間 2000 年 9 月 20～11 月 30 日（実験終了） 

運営資金 不明 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心型システム×商業・公共施設中心型システム 

 

【システムの背景】 

広島県広島市では、2000 年 9 月 20 日～11 月 30 日に「都心部レンタサイクル・ネット

ワーク実験」という名称で自転車共同利用の社会実験が実施された。広島市では、中心市

街地における交通渋滞が問題とされている。そこで、この問題を背景に受け同実験が実施

された。実験における自転車共同利用システムは、自転車の利用を促進することにより交

通渋滞の緩和、自動車から公共交通機関利用への転換を目的としている。 

 

【運営】 

この社会実験は、広島市役所が運営主体となって実施された。 

 

ポート】 

自転車を駐輪するポートは、広島駅、商業施設、公共施設に合計 5 箇所設置された。す

てのポートには、自転車の貸し出しの手続きを行う管理人が常駐した。なお、この実験

使用された自転車は合計 157 台となる。 

 

利用者】 

同利用システムの利用者は、実験実施前に募集されたモ

ニターとなる。さらにモニターに加えて、当日に申し込みを行ったものが利用者となる。 

 

【

べ

で

【

この実験で実施された自転車共
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【利用方法】 

同システムの利用料金は、1200 円/月・100 円/日とな 用者は各ポートで自転車を

借り いポ 同システムでは自転車を貸し

出しの 行った 必要がない。利用者の目的に合わせて、都合

の良 転車

 

図 3-14 に広島県広島市の事例のシステム図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。利

、目的地に近 ートまで自転車を使用する。つまり、

手続きを ポートへ必ず返却する

いポートへ自 を返却することができる。 

ＪＲ広島駅

商業施設

公共施設

商業施設

商業施設

【併存する交
通】
バス・鉄道

5箇所設置

・利用料金：100円/日（当日申し込
み）、1200円/月（事前申し込み）
・利用可能時間：7：00～23：00
・利用対象者：地域住民
・すべてのポートに管理人常駐

・自転車台数：157台
・利用者数：平均83.1人/日

図 3-14 広島県広島市の事例のシステム
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（10） 香川県高松市の事例 11） 

本項では、香川県高松市での事例について示す。 

 

 

項目 内容 

事業・実験名 自転車から始まるエコ高松【レンタサイクルの導入】 

実施場所 香川県高松市 

高松市の概要 人口：約 33 万人（2002.11 現在）、中心地区は平地 

当地の問題 交通渋滞、放置自転車 

事業・実験の目的 交通渋滞の緩和、自動車利用から公共交通機関への転換、放置自転車問題の解決 

実施主体 高松市役所 

実施期間 2000 年 11 月 1 日～11 月 30 日（実験終了後、実際にシステム導入） 

運営資金 不明 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心型システム×商業・公共施設中心型システム 

 

【システムの背景】 

香川県高松市では、2000 年 11 月 1 日～11 月 30 日に「自転車から始まるエコ高松【レ

ンタサイクルの導入】」とうい名称で自転車共同利用の社会実験が実施された。高松市にお

ける、交通渋滞と放置自転車という問題を受けて実験が実施された。同実験における自転

車共同利用システムは、交通渋滞の緩和、自動車から公共交通機関利用への転換、放置自

転車問題の解決を目的とした施策である。 

 

【運営】 

の社会実験は、高松市が運営主体となって実施された。 

 

ポート】 

自転車を駐輪するポートは、JR 高松駅、JR 栗林駅、琴電瓦町駅の 3 箇所に設置された。

転車の貸し出しの手続きを行う管理人は、すべてのポートに配備された。なお、この実

では合計 500 台の自転車が使用された。 

 

利用者】 

れた各駅の利用者となる。この実験における自転車共同

利 利用ができる。そのため、実験にお

表 3-11 香川県高松市の事例概要

こ

【

自

験

【

利用対象者は、ポートが設置さ

用システムは、月単位の利用と当日申し込みによる

 51



いて実際の利用者となったのは事前に申し込みを行った者と、当日に申し込みを行った者

なる。なお、平均利用者数は 63 人/日となっている。 

 

【利用方法】 

同 自転 ・100 円/日となる。

また、 利用に 導入しており学生に限り 1800 円/月となって

いる を使 00～22：00 である。 

 

高

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と

実験における 車共同利用システムの利用料金は、3000 円/月

月単位の 関しては、学割制度を

。なお自転車 用できるのは、ポートの開放時間である 7：

 図 3-15 に香川県 松市の事例のシステム図を示す。 

図 3-15 香川県高松市の事例のシステム 

ＪＲ高松駅 ＪＲ栗林駅

目的地

琴電瓦町駅

【併存する交通】
バス

・管理人常駐（全ポート）

・自転車台数：500台
・利用者数：63人/日

・利用料金
　＊100円/日：当日申し込み
　＊3000円（学割1800円）/月：事前
申し込み

・利用対象者：駅利用者

3箇所設置

・利用可能時間：7：00～22：00
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（11） 日本大学の事例 12） 

本大学での事例について示す。 

 

項目 

本項では、日

事業・実験名 電動アシス

実施場所 日本大学船

日本大学の概要 
船橋キャン

キャンパス

当地の問題 
最寄り駅周

大学の敷地

事業・実験の目的 
交通渋滞の

での移動を

実施主体 日本大学理

実施期間 2001 年 8

運営資金 不明 

自転車共同利用 

システムの形態 

鉄道駅中心

 

【システムの背景】 

日本大学船橋キャンパスでは

同利用システム社会実験」とい

大学船橋キャンパスには、最寄

大学の敷地が広くて移動に時間

通渋滞の緩和、自動車から公共

の簡便化を目的として自転車共

利用状況を調査するために実施

 

運営】 

この実験は、日本大学理工学

会実験は、日本大学理工学部

るカーシェアリングシステム

 

ポート】 

自転車を駐輪するポートは、

大 駅

【

社

け

【

同キャンパスは、船橋日 前

 

表 3-12 日本大学の事例概要
内容 

ト自転車共同利用システム社会実験 

橋キャンパス（千葉県船橋市） 

パス学生数：約 1 万人、大学周辺は平地、 

は鉄道駅（船橋日大前駅）と隣接している 

辺の交通渋滞、駅前の放置自転車、 

が広く学内での移動に時間がかかる 

緩和、自動車利用から公共交通機関への転換、放置自転車問題の解決、学内

便利にする、環境問題への取り組みの実施 

工学部 

月 4 日～12 月 30 日（現在は実験内容を変えて実験中） 

型システム×大学中心型システム 

、2001 年 8 月 4 日～12 月 30 日に「電動アシスト自転車共

う名称で、自転車共同利用の社会実験が実施された。日本

りの駅である船橋日大前駅周辺の交通渋滞、放置自転車、

がかかるという問題を抱えている。これを背景に受け、交

交通機関利用への転換、放置自転車問題の解決、学内移動

同利用システムが構築された。社会実験は、同システムの

された。 

部が主体となって実施された社会実験である。なお、この

特別推進研究（A）における「理工学部船橋キャンパスにお

導入社会実験」の一環として実施された。 

日本大学船橋キャンパス内に 1 箇所のみ設置された。なお、

に隣接している。そのため、駅利用者にとってもポートの
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設 されたポートには、自転車を駐輪するた

の機械が設置されている。ID カードを機械に通すことで自転車の貸し借りを行うことが

できるため、自転車の貸し出しの手続きを行う管理人が常駐する必要はない。実際に、実

験では管理人は常駐しなかった。また、この実験で使用された自転車は、電動アシスト自

転車 20 台である。 

 

【

利用対象者は、日本大学船橋キャンパスの学生と、船橋日大前駅を利用する地域住民と

なる

 

【

学生・地域住民のいずれの利用も、利用料金は無料となっている。学生の利用について

は、自転車の使用範囲が大学構内となる。利用目的は、校舎間の移動となる。なお、学生

の利用時間は 8：00～19：00 と設定されている。地域住民の利用については、自宅からポ

ート間の利用となる。利用時間は、6：00～8：00/19：00～23：00 となる。また地域住民

の利用者は、実験実施前にモニターとして応募した者とする。なお同実験におけるモニタ

ー数は 18 人であった。 

図 3-16 に日本大学の事例のシステム図を示す。 

 

置場所は、駅へのアクセスが便利になる。設置

め

利用者】 

。 

利用方法】 

船橋日大前駅

自宅

日本大学

実験室

教室 自宅

【自宅～ポートの利用】
・利用料金：無料（事前申し込み）
・利用可能時間：終日
・利用対象者：船橋日大駅周辺の住民

・駅と大学は隣接している（徒歩1分）
・駅からのバス路線はない

【学内での利用】
・利用料金：無料（申し込み不要）
・利用可能時間：終日
・利用対象者：日本大学生（利用者としての登録が必要）

校舎間の移動

自宅～ポートを利用

【
昼
の
利
用
】

【
朝
夕
の
利
用
】

1箇所設置

・自転車台数：20台（日大内でも
同一の自転車を利用）
・利用者数：18人

・利用者数：数名/日

図 3-16 日本大学の事例のシステム
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（12）慶応義塾大学の事例 13） 

本項では、慶応義塾大学での事例について示す。 

 

 

項目 内容 

事業・実験名 レンタサイクルシステム 

実施場所 慶応義塾大学藤沢キャンパス 

慶応義塾大学 

藤沢キャンパスの概要

学生数：約 6000 人（2002.11 現在）、附属中学校・高等学校が併設されている 

当地の問題 交通渋滞、放置自転車、バスの混雑、駐輪場のマナー問題 

事業・実験の目的 放置自転車問題の解決、バス混雑の回避 

実施主体 サイクル K（学生団体） 

実施期間 1999 年 12 月～（継続実施中） 

運営資金 不明 

自転車共同利用 

システムの形態 

大学中心型システム 

 

【システムの背景】 

慶応義塾大学藤沢キャンパスでは、1999 年 12 月より「レンタサイクルシステム」とい

う名称で自転車共同利用が行われている。同キャンパスには、周辺の交通渋滞、放置自転

車、最寄りの駅（JR 湘南台駅）と大学間を運行するバスの混雑、JR 湘南台駅前市営駐輪場

のマナーの悪さという問題がある。また大学が「24 時間キャンパス」を掲げているにも関

わらず、夜間のバスの運行はない。これらの問題を背景に受け、レンタサイクルシステム

は構築された。そのため、同システムは放置自転車問題の解決、バス混雑の回避を目的と

している。同システムは、現在も実際に慶応義塾大学藤沢キャンパスにおいて運営されて

いるものである。 

 

【運営】 

慶応義塾大学藤沢キャンパスにおけるレンタサイクルシステムは、サイクル K という学

生団体が運営主体となって実施している。運営資金は、大学からの助成金を中心としてい

る。 

 

【ポート】 

自転車を駐輪するポートは、慶応義塾大学構内に 1 箇所設置されている。大学の最寄り

駅である JR 湘南台駅にはレンタサイクルシステムの専用のポートは設置されていない。そ

表 3-13 慶応義塾大学の事例概要
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のため、利用者は各自、市営駐輪場に停める必要がある。自転車の貸し出しは、ポートに

設置された「キーボックス」から鍵を取り出して行うため、管理人は常駐しない。 

 

利用者】 

利用対象者は、慶応義塾大学の学生や教員などの大学 のみとなる。大学関係者に

限定 は、 ID を所持しており身元の確認が容易に行う

ことが めであ ることより、自転車の盗難を未然に防ぐ

こと

【利用方法】 

利用料金は、1000 円/月となっている。利用者は、事前にサイクル K のホームページで 

利用申し込みを必要がある。また、利用料金はサイクル K より指定された口座へ振込む必

要がある。学生が主体となっているため、できる限り手間をかけずに継続実施する方法を

とっている。なお、自転車の利用は 24 時間可能となっている。 

  

図 3-17 に慶応義塾大学の事例のシステム図を示す。 

【

関係者

されているの これらは大学が発行する

できるた る。身元の確認が容易であ

ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ湘南台駅

自宅

慶応大学

湘
南
台
駅
～
大
学
を
利
用

湘南台駅～自宅を利用

大学～自宅を利用

30台（放置自転
車利用）/15人

バスの運行は夜間止まる

バスの運行は夜間止まる

バス混雑の回避

210円/片道

・利用料金：1000円/月
・利用者：大学関係者
・終日利用可
・管理人不在
・要事前申し込み

駅での駐輪は各自が市営駐車場へ

4.5km

1箇所設置

図 3-17 慶応義塾大学の事例のシステム 
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3-3 既往事例分類の考察 

次に、既往事例の分類結果をもとに、各分類の特徴・利点・問題点・既往事例について

示す。なお、本節で示す問題点を踏まえて、次章にて「滋賀県立大学における自転車共同

」を提案する。つまり、提案する自転車共同利用システムは、各分類におけ

る

ステム」は、新津市・練馬区・阪神地区・東大阪市・高松市における事

例にみられる鉄道駅を中心とした自転車共同利用システムである。表 3-14 に同システムの

 

利用システム

既往事例の問題点を考慮したものとなる。 

 

（1） 鉄道駅中心型システム 

 「鉄道中心型シ

考察を示す。 

項目 内容 

既往事例 新津市、練馬区、阪神地区、東大阪市、高松市 

・ 鉄道駅付近へのポートの設置 

特徴 
・ 自動車から公共交通機関利用への転換を目

・ 鉄道駅利用者が対象となる 

的とする 

・ 交通渋滞の緩和につながる 

利点 

・ 鉄道駅付近に駐輪スペースが確保できる 

・ 公共交通機関（鉄道）へのアクセスが便利 

・ 交通渋滞の回避 

問題点 
・ 乗り捨て利用ができない 

・ 正利用、逆利用の利用時間が分離されていない 

 

このシステムは鉄道駅付近にポートを設置しており、鉄道駅利用者がシステムの対象の

中心となる。利用者は鉄道駅付近に駐輪スペースを確保できるため、鉄道へのアクセスが

便利になる。また、自転車を利用することより交通渋滞を回避することができる。 

 しかし、このシステムは鉄道駅にのみポートが設置されているため、鉄道駅を利用しな

い者にとっては利用しにくいシステムとなる。また、ポートが鉄道駅にのみ設置されてい

るため、貸し出した自転車は利用者が再び鉄道駅まで戻す必要がある。つまり、鉄道駅ポ

ート以外に「乗り捨て」を行うことができない。また、鉄道駅中心型システムで考えられ

る「正利用・逆利用」の利用者の利用時間が明確に分けられていない。そのため、利用者

が自転車を使用したい時にポートにないという事態が発生する。 

 以上より、「鉄道駅中心型システム」の提案を行う際に考慮すべき点を次に示す。 

・ 乗り捨て利用 

・ 「正利用・逆利用」における利用時間の分離 

表 3-14 「鉄道駅中心型システム」の考察
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（2） 大学中心型システム 

 

内容 

「大学中心型システム」は、慶応義塾大学の事例にみられる大学を中心とした自転車共

同利用システムである。表 3-15 に同システムの考察を示す。 

 

表 3-15 「大学中心型システム」の考察

項目 

既往事例 慶応義塾大学 

・ 大学構内または付近にポートが設置される 

・
特徴 

 大学関係者をシステムの対象者とする 

・ 大学生の自転車から自動車利用への転換を抑制 

・ 卒業生による学内の放置自転車問題の解決につながる 

利点 

は大学構内にポートが設置さ

っては、身近な場所にポートが設置されているので

・ 大学内にポートがあるので自転車を利用しやすい 

・ 公共交通機関の運行時間以外に交通手段が確保できる 

問題点 

・ 大学関係者のみが利用対象者となる 

・ 周辺住民の利用が考慮されていない 

・ 土日は自転車を使用することが出来ない 

・ 大学の最寄り駅での駐輪が考慮されていない 

・ 悪天候時の対策がない 

 

このシステム れており、大学関係者を利用の中心とする。大

学関係者にと 自転車が使いやすい。し

かし、これは「大学関係者以外はシステムを利用しにくい」ということになる。つまり、

大学周辺における地域住民の利用が考慮されていない。また、土日は大学の授業が休講と

なるので、自転車の貸し出しを行うことができない。さらに、同システムにおいては、大

学の最寄り駅での駐輪が考慮されていない。最寄り駅での駐輪は、利用者各自が行うこと

になっている。また、悪天候時の対策が立てられていない。これらが、同システムの問題

点として挙げられる。 

 以上を踏まえて、次に「大学中心型システム」の提案を行う際に考慮すべき点を示す。 

・ 大学周辺の地域住民の利用 

・ 土日（授業休講日）の利用 

・ 最寄り駅での駐輪について 

・ 悪天候時の対策 
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（3） 商業・公共施設中心型システム 

テムの考察を示す。 

項目 内容 

 「商業・公共施設中心型システム」は、豊田市における事例にみられる商業・公共施設

を中心とした自転車共同利用システムである。表 3-16 に同シス

 

既往事例 豊田市 

特徴 

・ 商業・公共施設付近にポートが設置される 

・ 商業・公共施設の利用者をシステムの対象者とする 

・ 商業・公共施設周辺の交通渋滞の緩和 

利点 

・ 商業・公共施設付近に駐輪スペースが確保できる 

・ 交通渋滞の回避 

・ 身近な交通手段として自転車を利用できる 

問題点 

・ 公共交通機関とのアクセスが不便 

・ 自転車が特定のポートに偏る可能性がある 

・ 他の公共交通機関（バスなど）の利用が衰退する 

 

 このシステム、は商業・公共施設の利用者を対象とした自転車共同利用システムである。

よって、ポートは各施設付近に設置される。システムの利用者は、自らが目的とする施設

付近に自転車を駐輪するスペースを確保することができる。これは、交通渋滞の発生を抑

制することにつながる。また、利用者は自転車で目的地に行くことができるため、交通渋

滞の回避を行う。 

 しかし、同システムは利用者の自転車による移動が予測できないため、特定のポートに

自転車の偏りが発生する可能性がある。さらに、自転車利用が普及すると他の公共交通機

関の利用が衰退することもある。 

 以上を踏まえて、「商業・公共施設注新型システム」を提案する際は次に示す事を考慮し

なければならない。 

・ 公共交通機関との兼ね合い 

・ 自転車台数の偏り 

 

 

 

 

 

 

表 3-16 「商業・公共施設中心型システム」の考察
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（4） 鉄道駅・大学中心型システム 

 「鉄道駅・大学中心型システム」は、日本大学における事例にみられる鉄道駅と大学を

中心とした自転車共同利用システムである。表 3-17 に同システムの考察を示す。 

 

表 3-17 「鉄道駅・大学中心型システム」の考察 

せることができる。さらに、鉄道駅利用者と大学生の利用を組み合わ

域住民の利用を組み合わせているため利用時間に制限

ムにおける考慮すべき点を示す。 

の設定（どのように設定するか） 

項目 内容 

既往事例   日本大学

・ 鉄道駅利用者・大学生を対象としている 

・ 大学生と鉄道駅を利用する地域住民との利用時間の差

用 

・ 大学生の自転車から自動車利用への転換を抑制できる

・ 交通渋滞の緩和・回

・ 公共交通機関へのアクセスが便利 

・ 卒業生による学内の放置自転車問題の

・ 鉄道駅付近に駐輪スペースが確保できる 

・ 公共交通機関（鉄道）へのアクセスが便利 

  

このシステムは、鉄道駅と大学にポートが設置されるため、利用者は鉄道駅を利用する

者と大学関係者が中心となる。駅まで自転車を利用する者と、駅から自転車を利用する者

との利用を組み合わ

問題点 ・ 利用時間に制限がある（利用時間の差を活用しているため） 

特徴 

を活用しての共同利

 

避 

解決 

利点 

・ 交通渋滞の回避 

せるということは、朝夕の利用と昼の利用を組み合わせることになる。さらに、利用者は

鉄道駅付近に自転車の駐輪スペースを確保することができる。 

 しかし、同システムは大学生と地

がある。利用時間に制限を持たすことは必要だが、それをどのように設定するかが重要に

なる。次に、同システ

・ 大学生、地域住民の利用時間
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（5） 大学・商業施設・公共施設中心型システム 

る。

システムは、本研究において収集した既往事例には例が見られなかった。同システムの

考察を表 3-18 に示す

 

 

 

考慮すべきである。 

項目 内容 

 「大学・商業施設・公共施設中心型システム」は、前述の「大学中心型システム」と「商

業・公共施設中心型システム」の特徴を活かして構築する自転車共同利用システムであ

同

。 

既往事例  － 

・ 大学、商業施設、公共施設にポートが設置される 

・ 大学生の自転車から自動

・ 各施設（商業・公共施設）周辺の交

・ 大学生や商業・公共施設の利用者をシステム

・ 大学生,地域住民の利用を組み合わせて自転

・ 目的とする施設のすぐ近くまで自転車を使用

・ 各施設周辺の交通

問題点 ・ 自転車が特定のポートに偏る可能性がある 

表 3-18 「大学・商業施設・公共施設中心型システム」の考察 

特徴 

車利用への転換を抑制できる 

通渋滞の緩和 

の対象者とする 

車を有効活用することができる

利点 
することが出来る 

渋滞の回避 

 

このシステムは、大学・商業施設・公共施設の利用者を対象としたものである。よって、

ポートは各施設周辺に設置される。利用者は自らが目的とする施設の付近に駐輪スペース

を確保することができる。この場合、自転車がどの時間帯にどのように使われるか予想す

ることができない。そのため、同システムでは自転車が特定のポートに偏る可能性がある。  

 以上を踏まえて、同システムを提案する際には次に示すことを

・ 自転車台数の偏り 
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(6)  鉄道駅・商業施設・公共施設中心型システム 

 「鉄道駅・商業施設・公共施設中心型システム」は、二ツ井町・藤沢市・海老名市・広

島市・奈良市における事例に見られる自転車共同利用システムである。表 3-19 に同システ

ムの考察を示す。 

 

項目 内容 

表 3-19 「鉄道駅・商業施設・公共施設中心型システム」の考察 

既往事例  二ツ井町、藤沢市、海老名市、広島市、奈良市 

特徴 

・ 鉄道駅、商業・公共施設にポート設置される 

駅、商業・公共施設の利用者がシステムの利用対象者となる ・ 鉄道

・ 各施設周辺の交通渋滞の緩和 

・ 目的施設まで自転車を使用することができる 

・ 鉄道駅付近に駐輪スペースが確保できる 

・ 電車の端末交通として自転車を利用できる 

・ 交通渋滞の回避 

・ 身近な交通手段として自転車を利用できる 

・ 特定のポートに自転車が偏る可

ムは、鉄道駅・商業施設・公共施設付近にポー

利点 

問題点 能性がある 

 このシステ トが設置される。利用の中心

は、先に示した各施設の利用者となる。利用者は、自転車を利用することにより交通渋

滞

ステムを提案する際は次に示すことを考慮すべきである。 

 自転車台数の偏り 

 利用対象者の範囲 

以上より、既往事例の分類結果の考察を表 3-20 にまとめる。なお、次章ではこれを踏

えて、「滋賀県立大学における自転車共同利用システム」の提案を行う。 

 

 

者

を回避することができる。鉄道駅付近に自転車の駐輪スペースが確保できることより、

鉄道の端末交通手段が確保できる。 

 しかし同システムは、各施設の利用者のみを対象としてしまいがちだ。また、利用者が

自転車を利用する時間帯や行動パターンを予測しにくいため、自転車が特定のポートに偏

る可能性がある。 

 以上を踏まえて、同シ

・

・

 

 

 

ま
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型 特徴 利点 問題点 

・鉄道駅付近へのポートの設置 

・鉄道駅利用者が対象 

・鉄道駅付近に駐輪スペース確保 ・乗り捨て利用不可 

鉄
道
駅
中
心
型 

動車から公共交通機関利用への転換を目的とする 

・交通渋滞の緩和につながる 

・公共交通機関へのアクセスが便利

・交通渋滞の回避 

・正利用、逆利用の利用時間が曖昧

・自

大
学
中
心
型 

・大学構内にポートの設置 

・

・大学生の自転車

・学 自転

・大学構内にポート設置のため自転車

間以外の交通

・大学関係者のみが利用対象者 

・周辺住民の利用の考慮なし 

・土日は自転車が使用不可 

での駐輪の考慮なし 

・悪天候時の対策なし 

大学関係者が利用対象者 が利用しやすい 

から自動車利用への転換を抑制 ・公共交通機関の運行時

内の放置 車問題の解決 手段を確保 ・最寄り駅

付近にポートが設置される ・商業・公共施設付近に

の利用者をシステムの対象者とする 確保 

業・公共 周辺の交通渋滞の緩和 ・交通渋滞の回避 

鉄道駅利用者 大学生利用対象 ・鉄道駅付近に駐輪スペースが確保で

商
業
・
公
共
施
設
中
心
型 

・商業・公共施設

・商業・公共施設

・商 施設

駐輪スペース

・身近な交通手段として自転車利用

・公共交通機関とのアクセス不便 

・自転車が特定のポートに偏る可能

性あり 

・他の公共交通機関（バスなど）の

利用が衰退する 

鉄
道
駅
・
大
学
中
心
型 

・ ・

・交通渋滞の回避 

利用時間に制限がある（利用時間の

・利用時間の差を活用 

・大学生の自転車から自動車への転換を抑制 

・交通渋滞の緩和・回避 

・公共交通機関へのアクセスが便利 

きる 

・公共交通機関（鉄道）へのアクセス

が便利 

差を活用しているため） 

・卒業生による学内の放置自転車問題の解決 

・大学・商業施設・公共施設にポートが設置される 

・大学生の自転車から自動車

・目的とする施設の近くまで自転車を 自転車が特定のポートに大
学
・
商
業
施
設
・
公
共
施

設
中
心
型 

利用への転換を抑制できる 

をシステムの対象者とする 

わせて自転車を有効活用する

使用することができる 

偏る可能

性がある 

・各施設周辺の交通渋滞の緩和 ・各施設周辺の交通渋滞の回避 

・大学生や商業・公共施設の利用者

・大学生・地域住民の利用を組み合

鉄
道
駅
・
商
業
施
設
・
中
心
型 

道駅、商業・公共施設にポートが設置される 

道駅、商業・公共施設の利用者が対象 

施設周辺の交通渋滞の緩和 

 

 

 

・目的施設まで自転車を使用可 

・鉄道駅付近に駐輪スペースの確保

・交通渋滞の回避 

特定のポートに自転車が偏る可能

性がある 

・鉄

・鉄

・各

 

・身近な交通手段として自転車利用可 

 

表 3-20 既往事例分類の考察
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